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「こころ・からだ」，「そなえ」，「行政との関わり」

の回復や安定が生活復興感を規定するとした「生活復興

７要因モデル」を提案し，その実証的妥当性を質的・量
的調査によって明らかにした5)．
そして，さらに5年の歳月が流れた．被災地は，当初
10年と目標をたてた復興計画の最終年を迎えた．阪神・

淡路復興基金を始めとする様々な被災地支援策も，これ

を機に終結や一般施策への転換が予定されている．復興

10年という区切りの年を迎えるにあたり，様々な団体・

組織が総括的な検証を始めた．たとえば，2004年４月お

よび７月刊の『都市政策』（財団法人神戸都市問題研究
所）は，２号にわたり，生活復興支援制度，住宅・市街
地整備，地域の経済や活力，高齢者福祉，地域防災力，

経済復興，復興基金，まちづくり協議会』神戸市経済の
計掻分析といった個別領域での検証を行っている．一方，

生活復興７要因モデルが示唆したのは，生活再建や復興

における「生活の全体性」の視点6)の重要性である．
「すまい」・「つながり」・「まち」・にころとから

だ」・「そなえ」・「くらしむき」・「行政とのかかわ

り」といった諸要因は，決して個々に独立した事項では

なく，全要因が生活再建の場において相互に連動しあい
ながら全体として生活復興と関連する．このような統合

はじめに１． 

(1)問題

阪神・淡路大震災は，生活再建や経済・産業の再生と

いう，従来の被害抑止・復旧施策中心の枠組みでは収ま

りきれない長期的視点を必要とする多くの繰題を提起し

た．都市巨大災害から被災地の市民や社会はどのように

して立ち直っていくのか，そのプロセスやメカニズムの

解明は地域安全学における重要な研究テーマとなったり
これは，先進工業国を通じて未開拓の領域であり，今後

予想される南海・東南海・東海地震に向けて都市巨大災

害に対する減災や事前復興対策の策定にあたり，その研

究成果は大きな示唆や教訓を与えるものとなる．

鰹災からの長期的復興については，震災から5年目を

迎える1999年に神戸市や兵庫県が進めた復興検証作業は，

多くの成果を産んだ．田村ほか2)や立木・林3〕は神戸市で，
TakcdaetaL4)は西宮市で，市民参加型草の根検証ワーク
ショップを開催した．またこれらの知見をもとに調査紙

を設計し，1999年末および2001年１月に被災地標本調査

を企画・実施した．その結果，人はパン（「くらしむ

き」）のみによって生きるのではなく，「すまい」をは

じめとして「人と人とのつながり」や「まちへの愛着」，
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過程を概念化する作業が重要であることを示唆している．
b)エスノグラフィ_調査とマクロな社会．経済指標の回
復曲線を参考にした生活復興過程の概念化

地域安全学には，すでに被災者の発災直後からの行動
についてミクロな視点からエスノグラフィーを丹念に採

取し，災害過程をモデル化した林らによる研究成果I)が
ある．これによれば，被災者の行動パターンは，発災か
ら10時間・’00時間．1000時間の節目ごとに変化するこ
とが明らになった．一方，被災地における復興過程につ

いて，被災地全体を対象とし，各種のマクロ統計指標を
利用しながら復旧．復興状況を把握する試みもなされて
きた．たとえば高島．林8)は，災害後の被災地域内のマ
クロな電力需要の落ち込みが以前の状態にまで回復する
までを回復期として捉え，復旧・復興状況を捉える指標
を作成し，推定を試みている．

以上のような発災から10時間・100時間・】000時間に
おける被災者行動パターンのミクロな変化に関するエス
ノグラフィ_研究と，マクロな経済・社会指標の復旧曲
線に関する研究蓄積とを併せて参考とし，被災者個々の
長期的な生活復興過程への援用の試みとしてTatsukiet
aL9)や越山ら】o)の研究がある．

的な理解の枠組みが求められる．

「生活の全体性」の視点に立つとはいえ，生活復興７

要因モデルについても再度の検討が必要であるこれは

鰻災5年目の検証結果をもとにした中間報告である．復

興最終年を迎える現時点において，人々は復興体験を全

体としてどう総括しているのか．そのプロセスやメカニ

ズムを明らかにすること．これが本稿の課題である．

(2)研究の背景

a)災害からの生活復興過程の概念化の必要性

田村ら2)は，2001年11月の第１１回地域安全学会研究発
表会で，2001年１月の兵庫県復興調査結果を生活復興７

要因モデルから分析しⅢ既述の７要因が生活復興感に対

して大きな影響力をもつことを報告した．この発表に対

して，「生活復興感」なるものが，被災していない一般
市民の生活満足度や生活充実感と質的にどう異なるのか，

という指摘がフロアからなされた．たしかに，生活復興

感は生活満足度6項目（例，「毎日のくらしにどの程度
満足していますか」）・生活充実感8項目（例，「震災
前と比べて忙しく活動的な生活をおくることは増えまし
たか」）・１年後の見通し１項目（「１年後のあなたの

生活は今よりよくなっていると思いますか」）の計15項

目の合計点として指標化するものであるが，フロアから

の指摘の通り，たとえ被災していない者でも，回答が充

分に可能な内容である．これらをもって，被災者の「生
活復興」の全体像を捉えきれるのか，というのが指摘の
趣旨であった．復興調査の回答者は震災を体験しており，
その体験の有無だけが，上述15項目の合計点に「（震災

体験からの）生活復興感」という名前を与える根拠とな
っていた．その意味で，「生活復興感」得点は，長い復

興過程の最終的な到達結果（アウトカム）を示すもので
ある．つまり被災からの回復や復興といったプロセスに

ついては捉えきれていない．

生活復興を結果（アウトカム）のみにもとづき概念化

することに対して，防災学の世界では1990年代後半以降，

すでに疑問の声が投げかけられていた．たとえば1996年

夏のコロラド大学ボールダー校における自然災害ワーク
ショップで設けられた「災害からの長期的復興に関す

る」パネルディスカッションを総括して，モデレーター

のDWengCrは以下のようにまとめている7)．
第１に，これまで米国において実施されてきた災害復
興に関する大規模質問紙調査は，あまりにも記述的（復
興過程の規定因にまで視野をいれてない）で，単発的，
短期的視野の研究に傾いていた．少数の例外的な実証研
究でも，継続的に同じ回答者を長期に追跡したものでは

なく，また復興促進要因が直接に生活復興感を高めると
いう直接的で直線（加算）的な関係を想定し，生活復興

感は各要因の効果を積みあげた「結果」（アウトカム）
としての位置づけしか与えられていない．

第２に，その一方で被災者の生活復興を長期的な生活
過程（プロセス）としてとらえ，研究の方法もそれに応
じて長期的視野のもとで，継続的に同じ回答者を追跡す
る質的（インタビューによる）調査も並行して試みられ
てきたが，これらの知見は無作為抽出による大規模標本

調査によって確認されるまでには至っていない．
上記の研究総括は，生活復興過程調査において，５年

から10年にわたる長期的な視野のもとで，継続的・反復
的に同一の回答者を追跡することにより，一人ひとりの

復興過程が顕わとなるような研究が求められるとともに，
すべての復興促進要因（原因）が復興結果に直接に結び
つくのではなく，原因と結果の間に媒介する生活の復興
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図１復興曲線に依拠した生活復興過程モデル
（Tatsukieta1.,2003） 

Tatsukicta1.，)は，１人ひとりの被災者の生活復興過程
を図１のようにモデル化した．このモデルに基づき，生
活復興過程を指標（尺度）化するために，日常性の社会
学'1)やライフイベントのストレス心理学'2）・精神医学
'3)14)・医学'5)分野における関連文献を渉猟し，生活復興
過程を３つの観点から概念化した「復興過程感尺度」を
作成した．すなわち，第１は「日常化(rctumto

nom1alcy)」（日常,性への回復・再適応化）の過程として
生活復興過程をとらえる社会学の視点からの概念化（表
１参照）である．第２は，心的外傷後ストレス障害が固
定化する上で大きな原因となる「退避(retrcat)」（体験の
否認）に関する精神医学の視点からの概念化である（表
２参照）．第３は，死の受容や心的外傷体験を乗り越え
る上で重要となる「人生の意味づけ(strugglefbr

meaning)」努力に関する医学や精神医学の視点からの概
念化である（表２参照）．

越山ら'0)は，2002年10月から翌年１月にかけて，兵庫
県内の災害復興公営住宅団地のほぼ全数にあたる323団
地の住民26,399世帯を対象に，訪問留置法による全数調
査を実施し，64.7％にあたる17,079名から回答を得た,
この調査では，表１．表２に示した「復興過程感」尺度
（日常化４項目・退避２項目・体験の意味づけ２項目）
とあわせて，生活復興のアウトカム指標として「生活復
興感」尺度の下位セットである生活満足度６項目と生活
充実感３項目を使用した．一般線形モデルによる分析の
結果，日常化・人生の意味づけ・退避の３復興過程感得
点とも，生活満足度と生活充実感というアウトカム指標
のそれぞれに対して高い説明力を有することが確認され
た．なお，これらの復興過程感以外に有意であった説明

－２５２‐ 

平何脚9９ 緊閲凹司18罰Rn pnB・ロ【；qHH

迫涕の市民としての生活 。-.池桔矢几吉■

の~'６醇越塾地０ｶ日膨釦■

⑪－１００側ｗＩ■災9t仕臼娩立用

lOOOhr～生活1瓦貝

11鑿三二雲ii雲窒雲i凄‘



変数には，「こころ・からだのストレスル「すまい
（現住宅認容度）」，「人と人とのつながり（近所づき
あい・重要他者との出会い・同居家族人数）」，「まち
（自治会長の貢献度）」，「くらしむき（家計収支・預
貯金）」，「行政との関わり（自治会・地域活動への参
加）」などの生活復興６要因が含まれていた． ⑭ 
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表１復興過程感尺度「曰常化」項目

①今の仇まいで、どのように暮らしていけば良いのか、そのめどは立った。

②１ｍのﾉIziiWは、淡災I1iIと１両1じょうに、決まったことのくり返しに感
じられるようになった。

③雄災Ⅱ'18後は物欲が減ったという人が多かったが、今はもう鱗災Iillと変わらない。

①jWIHが、「ふつう」のくらしに賎じられろ。

皮化への否定的屯瞠づけ

図２現在の定性的評価に依拠した復興過程類型（矢守
ら，2003）

表２復興過程尺度「人生の意味づけ」・「退避」項貝
c)方法論上の問題点

もともとの生活復興７要因モデルの検証にあたっては，
生活復興７要因を説明変数とし，「生活満足度」・「生
活充実感」・「１年後の見通し」という３下位尺度の合
計点を生活復興感として，これを従属変数とする重回帰
分析によりモデルの検証を行った５)．これ以後の復興過
程感や復興過程類型に関する検証のための分析も基本的
には同様の手法が踏襲された．しかし，ここで問題とな
るのは，一方に生活復興要因（説明変数）を，他方にア
ウトカムとしての生活復興感（従属変数）を置き，その
両者の媒介過程として生活復興過程を想定しているにも
かかわらず，越山らＩＣ)の分析では，生活復興要因と生活
復興過程感の両者はともに説明変数として`重回帰式に投
じられ，生活復興感への影響が検討されている．その結
果，本来は媒介変数であるべき生活復興過程感が，生活
復興要因からどのような因果的影響を受けるのかについ
ては未検証となっている．一方，矢守ら】6)の分析では，
生活復興過程類型を説明変数とし，生活復興感を従属変
数とする分散分析モデルを利用することによって，復興
過程類型が生活復興感に与える影響は捉えられているも
のの，生活復興過程類型に影響を及ぼすはずの生活復興
要因については，分析の埒外に置かれている．結局のと
ころ，これらの先行研究では，重回帰モデルや分散分析
モデルを統計分析手法として利用しているために，「説
明変数→媒介変数→従属変数」といった３項間の因果連
鎖については検討が不十分であるか，あるいはまったく
検討されてこなかった．

①段災での体験は、「l常生活では19られない得がたい継験だった。

②淡災での体験は、私の過去からiriL去ってしまいたい経験だった（退避〕。
↑=ⅡPC■I-１=｡－１｡●ⅡⅡ1■Ⅱ■■ＩＩ０Ⅱ■■②-｡十｡P｡｣UjoＳⅡ｡~~●~I｡Ⅱ

③今でl土もう准災を餓題にすることもなくなった（辿避）。

①「111分に与えられた人生の使命とは何か」を考えるようになった。

b)被災体験による人生変化の定性的評価に基づく生活復
興過程類型の概念化

社会・経済統計などのマクロな指標の示す復興曲線の
相似形として￣人ひとりの生活復興過程を想定する場合，
暗黙のうちに前提とされるのは「復興とは元に戻るこ
と」という命題である．この前提の妥当性について矢守
や林ら'６)は疑問を呈した．矢守は，震災の語り部ボラン
ティアを実践している被災者と身近に接し，－人ひとり
の被災者の震災による心的外傷体験からの立ち直りの過
程に深く，そして長く伴走を続けてきた１７)．その実感か
ら，被災者のなかには「元に戻る」ことで復興過程が終
結するものもいるが，しかしそれだけでは捉えきれない
側面がある.むしろ「今，ここ(her℃andnow)」において，

被災体験をどのように自分の人生の中に位置づけるか，
それこそが復興過程をとらえる上で重要だと考えた．そ

して「被災体験が現在の自らの人生にとって「人生の転

機」としてとらえられているかどうか」，そして体験が
「転機」として位置づけられるなら，それは現時点で
「肯定的にとらえられているのか」，それとも「否定的
にとらえられているのか」といった，定性的な価値判断

軸を提案した．この２つの判断軸によって，生活復興過
程の類型化を試みたのである（図2参照）１６)．これが，
「復旧」（震災は人生の転機ではなく，日常が回復して

いる），「再建」（震災が人生の転機となり，現在が肯
定的に意味づけられている），「退却」（震災が人生の
転機となり，現在は否定的に意味づけられている）の３

類型である．

上記の３類型に回答者を分類するために矢守ら１６)は，
ｌ)震災前後で「自分」や「自分の人生」は変わったか
く転機を問う項目），また2)その変化は良い方向か，悪
い方向（肯定．否定の評価を問う項目）を用意し，２００３

年１月の兵庫県復興調査の回答者を類型化した．この調

査では，復興のアウトカム指標としての生活復興感尺度
も含められていた．生活復興過程の3類型ごとに，生活
復興感（アウトカム）得点を求めたところ，「再建」で

最も生活復興感得点の平均値(､31)が高く，「復旧」がそ

れに続き(平均値.009)，「退却」の平均値(-.,8)が最も低
い結果が得られた．これらの平均値について１元配置分
散分析を行ったところ統計的に意味のある違いであるこ

とが確認された（F2.1200=88.3,p＜001）．

（３）本研究の目的

本研究では，生活復興に寄与する要因が，どのような
因果連鎖の末に生活復興感に影響を与えるのか，そのメ
カニズムやプロセスの解明を目的とする．これは重回帰

分析や分散分析といった従来の統計手法では解析上の制
約から検証が難しい．本研究では，2003年１月に実施し
た兵庫県復興調査結果を用い，生活復興に寄与する要
因・生活復興過程に関する要因・アウトカムとしての生
活復興感などをモデル化し，要因相互間の因果連鎖を，
単純なモデルからより複雑なモデルへと漸進的に変化さ
せ，構造方程式モデリング（StructuralEquationModeling
SEM）手法を用いて，それぞれの因果連鎖モデルの適合
度を比較・検討する．最後に，最も適合度の高いモデル
の同定を通じて，生活復興に寄与する諸要因とアウトカ
ムとしての生活復興感を媒介する生活復興過程のメカニ
ズムを明らかにし，生活の全体性の視点からその理論

的・実証的な意味について考察する．
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答は「Ｌ全くそう思う～5.まったくそう思わない」の５

件法ライカート尺度とした．全13項目に対して主成分分
析を行ったところ「自律」・「連帯」の２成分が明瞭に
分離されなかったために，最終的には第１主成分得点を
もって「市民性（自律・連帯）」の合成指標とした．

家族関係は99年調査・０１年調査から継続して測定して
いるもので，家族システム円還モデルにもとづき，家族
のきずな・家族のかじとりの程度を，それぞれサースト

ン尺度８項目(FACESKGIV-l6Ve応ion2)から測定するI，)．
円環モデルでは，きずな・かじとりともに中庸である場
合に，もっとも家族関係が機能的であるとする．そこで

回答の偏差平方和を求めて（ie.,偏差平方和が大きいほ

ど家族関係は機能的でなくなる）家族関係の指標とした．
重要他者との出会いは，自己の成長や安定には重要他

者との関係が大きな意味をもつというＧＨ､Meadの社会
学的自己論20)の中核概念で，2003年調査で新たに加えた
項目（「震災前と比べて，震災直後は心を開いて話すこ
とができる人が増えたか，変わらないか，減ったか」，

「震災前と比べて，現在は心を開いて話すことができる
人が増えたか，かわらないか，へったか」）である．両
項目とも増えた場合を１，変わらない場合を０，減った場
合を-1とする３件法のライカート尺度とした．

c)まち

生活復興要因としての「まち」とは，外的・客体的な
器としての街区そのものではなく，自らが関与し「育て
あげていく」２１)対象であり，そこに含まれる主要な要素
は，実際の近隣関係づくり（世間話，おすそ分け，一緒
に買い物・食事，近所への散歩の程度）や地域活動実践
（まちのイベントへの参加，イベントへの世話役として
の参加，趣味・スポーツのサークル参加，自治会の仕事
の経験，ＰＴＡ役員の経験，地域でのボランティア活
動）など行動的な側面と，活動エリアである「まち」イ
メージの地理的な規模（近所・小学校区・中学校区・市
や区・隣市や隣区まで），そして地域自治やまち作り活
動の誘発因としての「まち」への愛着や共有意識の程度
（豊かな緑，愛着のある公園，好きだと思うまちなみ，
等21項目）を問う設問から成り立っている．
近隣関係づくり4項目と地域活動参加6項目および「ま
ち」の地理的規模のイメージに関する１項目の計11項目
について最適尺度法により第１主成分得点を求めた．一

方，「まち」への愛着については2001年調査同様の手法
を踏襲し，全21項目に対して最適尺度法により第１主成
分得点を求め，これを「まちのコモンズ（わがことと愛
着のもてる共有物）得点」と名付けた．
。)こころとからだ

1999年調査・2001年調査と同様に，最近１ケ月につい
てこころのストレスに関する6項目（気持ちが落ち着か
ない，寂しい気持ちになる，気分が沈む，次々よくない
ことを考える，集中できない，何をするのもおっくう

だ），からだのストレスに関する6項目（動悸がする，
息切れがする，頭痛・頭が重い，胸がしめつけられるよ
うな痛みがある，めまいがする，のどがかわく）を利用
した．回答は「1.まったくない～5.いつもあった」の5件
法ライカート尺度である．それぞれのストレスごとに第
１主成分得点をストレスの指標とした．

ｅ)そなえ

2003年調査では，そなえの項目の充実をはかり，個人
や地域で実施可能な被害抑止・被害軽減策を18項目あげ，
それに関する行動や態度を4件法ライカート尺度で（1．
やっている，２.やるべきだ，３.やったほうがよい，４．や

２．方法

(1)調査概要

本研究で用いた調査データは，兵庫県南部の被災地地

域で暮らす人々の生活復興の実態を明らかにし，今後の

災害対策や復興対策に役立てることを目的に，1999年，

2001年に引き続き2003年１月に実施した兵庫県生活復興

調査結果を用いている．2003年調査の概要の詳細は，矢

守ら(2003)および田村ら（2003）を参照されたい今回
の分析にあたっては，2003年調査で阪神間南部全域を対

象に被災地330地点から各１０名を二段無作為抽出した成

年男女3300名への郵送調査の有効回答1203名（有効回答
率36.5％）を利用している．

(2)回答者の基本属性および被害程度の測定

年齢・`性別・職業・家族構成・住宅種別（現在・被災

時）・被害状況（家財被害・家屋被害・ライフライン被
害・経済的被害）などの項目を用いた．なお，最終的な
分析にあたっては，家屋被害（１.全壊・全焼，２.半壊・

半焼，３．－部損壊，４.被害なし）の回答と家財被害(し被
害なし，２.軽い被害，３.半分被害を受けた，４．全部被害
を受けた，５．わからない)の両項目について最適尺度（質
的データの主成分分析）法により標準化合成得点を求め

て被害程度の指標とした．

(3)生活復興要因の測定

a)すまい

すまいについては2003年調査で新たに以下の６項目の

ライカート尺度（1.そう思う～4.そう思わない）を設け

た．①今まで住んできたなかで，現在のすまいがいちば
んいい，②今，住んでいる住環境を大切にしたい，③現
在の住宅は住みごこちがよい，④現在の住まいには不満
がある（逆項目），⑤この住宅にずっと住み続けるつも

りだ，⑥今の住宅で安心して暮らしていける．これら６
項目は2002年暮れから翌１月にかけて実施した復興公営

住宅団地コミュニティ調査の項目をほぼ踏襲した内容で
あり，これら6項目全体で住宅満足度に関する共通因子
が測定されることを越山ら'0)は明らかにしている．そこ
で本研究では全６項目について主成分分析を行い，第１
主成分得点をもって住宅満足度の得点とした．

b)つながり

つながりについては，社会的信頼８項目，市民性13項

目，家族関係２項目，および重要他者との出会い２項目
（震災直後，現在）をそれぞれ利用した．これらは市民
社会的な意識・志(ethos)・態度について問うものであり，
行動意図や直接の行動を測るものではない．このうち社
会的信頼8項目（例，ほとんどの人は基本的に正直であ
る，ほとんどの人は信頼できる，私は，人を信頼するほ
うである，等）（各設問ともＬあてはまる，２゜あてはま
らないの２択式回答）は2001年調査から採用しているも

ので，山岸[8)の提案する社会的信頼尺度を用いている．
全８項目の２択式回答に対して最適尺度法により，第１
主成分得点をもって社会的信頼得点とした．

市民性については，1999年調査では20項目，2001年調

査ではそこから8項目を選択した．これは市民自治の精
神を「自律」と「連帯」の２側面から測定する．2003年

調査では，両次元を独立に測定する意図から項目数を増
やしもともとの99年調査項目から13項目を選択した．回
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た．また，心的外傷後ストレス障害が固定化する上で大
きな原因となる「退避(retrcat)」について精神医学の視点
から概念化した７項目（震災については触れてほしくな

い，震災のことを思い出したくない，震災での体験は過
去から消したい，震災後感動することが少なくなった，

自分の運命に無関心になった，今では震災を話題にする
こともない）は「再興途上」項目とした．最後に，死の

受容や心的外傷体験を乗り越える上で重要となる「人生

の意味づけ(strugglcfbrmeaning)」に関する医学や精神医
学の視点から概念化した７項目（生きる事は意味がある
と強く感じる，人生には何らかの意味があると思う，震

災によって精神的に成長できた，震災後人も捨てたもの
ではないと感じる，人生の使命を考えるようになった，

宿命に流されず生きる勇気がある，震災での体験は得が
たい経験だった）は「自立（奮闘中）」項目と命名した．
震災体験のライフイベントとしての定性的類型化につ

いては，基本的に矢守ら(2003)を踏襲し，「震災が人生
の転機となった」を3項目（震災前後で自分は変わった
と感じる，震災前後で自分の人生は変わったと感じる，

震災を時間的区切りとした言い方をする）で測定した．
最後に震災を「肯定的な体験」と評価するかについては

2項目（自分の変化の方向はプラス，人生の変化の方向
はプラス）を使用した．

先行研究にもとづき，以上5種類の尺度を用意し，尺

度の合計得点をもって当該の概念の測定値とした．

る必要がない）質問した．このうち自助実践に関するＩＩ

項目（消化器や三角バケツを用意している，いつも風呂

に水をためおきしている，家具や冷蔵庫などを固定して

いる，等）の第１主成分得点をもって「自助実践」得点
とした．また共助に関する7項目（防災訓練に積極的に

参加している，近所の高齢者・弱者の存在をふだんから

把握する，自治会との連絡を頻繁にする，等）の第１主

成分得点をもって「共助意識」得点とした．次に】大地

震に対して国や地方自治体が力を入れるべき被害抑止・

被害軽減策を12項目（避難経路や避難場所の整備，電

気・ガス・水道・電話などのライフライン施設の耐震性

の向上，食料・飲料水・医薬品の備蓄，等）をあげ，そ

の期待の程度を3件法ライカート尺度（Lやるべきだ，２．

やったほうがよい，３.やる必要がない）で測定した．こ

れら12項目の第１主成分得点を「公助期待」得点とした．

最後に，大阪湾周辺部における南海・東南海地震の推定
PGAマップを回答者に見せ，自身や家族にどの程度の被

害が起こると予想するかを8項目（あなたやあなたの身
近な誰かが亡くなったり，入院が必要なほどの病気・ケ

ガをする，あなたのお住まいが，住めなくなるほどの大

きな被害を受ける，あなたのやご家族の，収入や財産に

大きな被害がでる，等）から問い合わせた．回答は5件
法ライカート尺度（1.可能性がまったくない～5.可能性

が非常に高い）で求め，第１主成分得点を「南海・東南
海地震による自らの被害予測」指標とした．

f）くらしむき

くらしむきについては，2001年調査と同一の「家計の

やりくり」尺度16項目を利用した．これは大きく収入・

支出・預貯金の3項目の増減について調べる，支出につ

いては家計簿の項目を参考に食費・外食費・住居費など

13細目について詳細に尋ねている．各項目について回答

は，増えた．変わらない.減ったの３選択肢が与えられ

ている．以上の計16項目について，最適尺度（質的デー

タの主成分分析）法により第１主成分得点をもって「暮
らし向き（家計全般）」指標とした．さらに2003年調査

では現在の世帯収入を5カテゴリー（1300万未満，2.300

～700万未満，3.700万～1000万未満，4.1000万～1500万

未満，5.1500万以上）で問い合わせた．

g)行政とのかかわり

「行政との関わり」尺度は2003年調査と同一のもので，

４つのテーマ（ゴミ出しのルール，地域活動，大災害時

に市民の命を守るのは，まちづくりについて）について，

回答者の意思を「行政依存」・「自由や権利優先」・

「住民自治優先」の3選択肢から選ぶ形式になっている．

最適尺度法により第１主成分得点は住民自治を優先させ

る「共和主義」得点とし，第２主成分得点は自由や権利

を優先させる「自由主義」得点が求められた．

(5)生活復興感の測定

生活復興感はｌ999年，2001年調査から継続して使用し
ているものである．生活満足度として，毎日のくらし，

ご自分の健康，今の人間関係，今の家計の状態，今の家

庭生活，ご自分の仕事の計６項目について5件法ライカ
ート尺度（Ｌ大変不満である～5.大変満足している）で

曇れている．また，生活充実感については，忙しく活動

的な生活を送ること，自分のしていることに生きがいを

感じること，まわりの人びととうまくつきあっていくこ

と，日常生活を楽しくおくること，自分の将来は明るい

と感じること，元気ではつらつとしていること，家で過
ごす時間（逆項目），仕事の量，といった8項目につい

て5件法（Ｌかなり減った～5.かなり増えた）で問い合わ

せる．最後に1年後の見通しについては，今よりも生活

がよくなっていると思うかどうか，について５件法ライ

カート尺度（1.かなり良くなる～5.かなり悪くなる）で

質問している．尺度の得点としては，それぞれの下位尺

度ごとの合計得点を用いた．

３．結果と考察

(1)構造方程式モデリングによるモデル全体の適合度の
検討

先行研究の方法論的な展望を行った際に，従来の分析

手法が重回帰や分散分析モデルにもとづくために要因間

の複雑な因果推論が困難であったことを指摘した．重回

帰・分散分析モデルは，一般線形モデルの視点から説明

すると，方程式[11で表現される．

Ｊノー里'β＋Ｓｍ］

(4)生活復興過程要因の測定

生活復興過程要因の測定にあたっては，文献展望で既

述した復興過程感に関する3下位概念と，震災体験のラ

イフイベントとしての定性的類型化に関する2下位尺度

をすべて使用した．ただし復興過程感に関する3下位概

念については，項目を新たに追加して内容を深め，かつ

社会通年上より中立的な言葉の響きをめざしてネーミン

グに若干の変更を加えた．すなわち「日常化(remmto

normalcy)」の過程として生活復興過程を社会学の視点か
らの概念化した3項目（暮らし方のめどが立っている，

毎日の生活は決まったことの繰り返し，現在がふつうの

くらしに感じられる）は「自立（回復）」項目と命名し

ここでyは実測の従属変数（スカラー），里はk個の説
明変数からなるｌｘｋの転置ベクトル，Ｕは説明変数に与
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復興感とどのような因果的な連鎖で結ばれるのか割り出
すために，方法で述べた各尺度（概念）得点（観測変
数）間の分散共分散行列をデータとして用い，複数のモ

デルを構築し，それぞれのモデル全体の適合度を比較し
ていった．なお標本数はすべて1203名である．

本稿では，８つの因果モデルについて検討を行った．
表３は全８モデルの適合度の各種指標を比較したもので

ある．え２乗値とは，与えられた分散共分散行列が，所
与の因果モデルによってどれだけ適合しているのかを示

す統計量であり，モデルとの適合度が高ければx２乗値

は小さくなる．GFI(GoodncssofFitlndex)は0からlの値を
とり，値が大きいほど適合度が高い．AGFI(AdjustCd

GoodnessofFitlndex)は重回帰分析における自由度調整済

えるパラメターのベクトル（ｋｘＩ），Ｅは残余（誤差）

項である．一般線形モデルでは，残余項の最小二乗解を

用いてuの推定をおこなう．したがって，この統計モデ
ルでは，原因は[1]式の右辺に，結果は左辺に置かなけ
ればならない．原因・結果が複雑に連鎖しあう現象をモ

デル化する場合でも，単純化してすべて右辺に要因をま
とめなければならない．これが一般線形モデルの制約で

ある．

構造方程式モデリングでは，要因間の複雑な因果連鎖

を統計モデルで表現することができる．［21式は要因間

の因果関係を既述するもので，構造方程式と呼ばれる．

ここで左辺のnは，実測変数のベクトルではなく，実測
変数に影響を及ぼすと想定される構成概念（因子分析に

おける因子に相当）のうち，他要因から因果的な影響を

うける要因（構造的な内生的潜在変数）である.これに

対して，§は因果関係の原因にのみなり，結果にはなら
ない構成概念で，構造的な外生的潜在変数と呼ばれる．

外生変数§ベクトルの要素目から内生変数ベクトルの要素
､iに与える直接的な因果の強さを規定する係数Ｙｉを要素
とするのが外生変数の係数（パラメター）行列｢である．

一方，内生変数相互の直接的な因果の強さを規定する係

数が行列Ｂで表現されている．すなわち内生変数Tljから

内生変数､iへの直接的な因果の強さを示すパラメターDij
がBの要素である．最後にベクトルgは，各内生変数につ
いて，外生・内生変数のどちらによっても説明されなか
った残余項のベクトルである22〕．

生活復興要因・生活復興過程・生活復興感の因果

連鎖構造に関するモデルの適合度の比較
Ｘ８ＥＢ由広ＧＲＡｎＦ１：AlCmHSEA

表３
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[2］ みR２乗係数と似た考え方に基づき，自由度が異なるモデ
ル間でも適合度が比較できるように工夫されたものであ
る．AGF1値も0からlの値をとり，値が大きいほど適合
度が高い．GFI値とAGF1値がともに0.9を超えれば適合度
が高いモデルと見なされる．ＡＩＣとは赤池の情報量基準
と呼ばれ、ＳＥＭだけに固有の適合度指標ではなく，最尤
法により推定されたモデルの適合度全般について統計モ
デルの当てはまりの良さを示すものである．本研究のよ

うに取り扱う変数の数や標本数が大きい場合には，一般
にGFI値が0.9を超えたモデルの中でAICが最も小さいモ
デルが最良のモデルと判断される．これに対して
RMSEA値はSEMに特化した情報量基準であり0.05以下
であればモデルの当てはまりが良いとされる23)．
表３の適合度の各種指標を比較するとmodellから

model8へとより精繊になるにつれて，適合度え２乗値は

小さくなり，GFI値・AGF1値は大きくなり，AIC値は小
さくなっている．そして，最終のmodcl8は，GFI値・
AGF1値とも０９を超えた．さらにもう一つの適合度指標
であるＲＭＳＥＡも0.05以下となった．この結果，modcl8

（図10）を最終モデルとして採用した．以下にそれぞれ
のモデルを簡単に説明し，適合度比較の結果を提示する．

[3］ 

［2]式が，実際には観測されない潜在変数間の因果関係
を記述したものであったのに対して，［3]式は実際の観

測変数ｪが，内生的潜在変数､や外生的潜在変数§あるい
は測定誤差型から因果的な影響を受けることを表現して
いる．ここでＫの要素Kijは内生変数njから観測変数ｘｉへ
の直接的な因果の強さを示すパラメター，同様にAの要

素)lijは外生変数l;jから観測変数xiへの因果の強さを規定す
るパラメターである．なお，Ｌｘは各観測変数の期待値を
要素とするベクトルである．［3]式は測定方程式と呼ば
れる22)．

構造方程式モデリング（StructuralEquationModcling）
（以下ＳＥＭと略）とは，観測変数聖の分散共分散行列
をもとに，それに直接・間接に影響を与える内生的およ
び外生的潜在変数からの因果連鎖の構造をモデル化する

統計手法である．ＳＥＭの特徴は，潜在変数間の因果関
係の構造について，様々にモデル化し，どの因果モデル
がもっとも良く観測変数の分散共分散行列に適合するか
を比較検討できる点にある．比較検討の末，全体の適合
度が最も高かった因果モデルについて，要因間の因果関

係を示すパラメターを手がかりとして解釈を行うもので
ある．

a)modell（ペースラィンモデル）

分析のベースラインとして，生活復興７要因モデルの
再現を試みた．このモデルでは，復興過程と生活復興感
は共通因子（プロセス・アウトカム因子）の下にぶら下
がる形でモデル化した（図3）．これは一般にＭＩＭＩＣ

(Multiple-IndicatorMulUplcCause)モデルと呼ばれる．従
来からの一般線形モデルのように観測変数の一方を外生
側に，他方を内生側にしている点で，このモデルが従来
の生活復興７要素モデルの再現としては全モデル中で一
番忠実なモデルとなっている．

(2)生活復興要因・生活復興過程・生活復興感の因果構
造のモデル化とモデル全体の適合度の比較・検討

生活復興要因・生活復興過程・生活復興感に関する先

行研究展望をもとに，本研究では生活復興７要因が，媒
介過程としての生活復興過程やアウトカムとしての生活
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｡)modcI4（⑤そなえ.⑦行政との関わりを統合，③まち
を②つながりに従属）

最終的な内生変数である⑤そなえ．⑦行政との関わり
各因子への影響度係数がほぼ等しいことから，両因子を
統合した．新共通因子のキーワードは，自助・共助・公

助と，住民自治を重視する新しい市民社会像であるとし，

「公．共・私」型社会意識と名づけた．併せて，②つな
がりが③まちへの主体的な参画を誘うという，両者間の
因果関係を想定した（図6）．これに呼応してすべての

適合度指標に改善が見られた．
ＭｏｄｃＩ４ 

哩垂。１

図３modell（７要素を説明変数とするM1MlCモデル）

b)model2(ベースラインモデルの改変）

⑤そなえ.⑦行政とのかかわりを復興のプロセス・ア

ウトカムとして従属変数としたのがmodel2である．この

モデルもプロセス・アウトカム共通因子を介して複数の

原因が複数の結果指標とつながるＭＩＭICモデルとなって
いる（図4）．各種適合度指標はmodellより改善した．

ModG2 

埒
・
←
⑬

ｄａ。

旦旦ｕｓ⑫山白BOI■■》■￣(ｇ

鶏ﾖﾒ頁： 図６model4（⑤そなえと⑦行政との関わりを統合，③ま
ちを②つながりに従属）

e)model5(重要他者との出会い･外生変数間相関を想定）

②つながりから，重要他者との出会いを分離し，でき
ごと評価や生活復興のアウトカムに影響を及ぼすとモデ

ル化した．さらにつながり・すまい・こころとからだ.

くらしむきの間に相関を想定した（図7）．本モデルで

初めてGF1値が，を超えた．
ModeI5 図４model2(⑤そなえ｡⑦行政との関わりを従属変数に）

c)model3（プロセスとアウトカムを分離）

modc13では，できごと評価・できごと影響度はアウト
カムとしての生活復興感にそれぞれユニークな影響を与

えるものとしてモデル化した．また，できごと影響度は

生活復興感にのみ関係するのに対して，できごと評価は

生活復興感に加えて，⑤そなえや⑦行政との関わり方に

おいて，市民社会意識の醸成と関連すると因果の矢を想

定した(図5)．この結果適合度が大きく改善した．

F国玩扇百百京万-F=屯、

‐■■■■･■■■■ 
■■Ｓｑ尹一』

辺苣=ら･町もひく』

ModcI3 

■■■■■■･ﾛ｢■■ 

図７model5（重要他者との出会いを分離・外生変数間に

相関を想定）■■田口、｡■囚

■■臥

f)model6（生活復興感が「公・共・私」型社会意識の形

成に影響を及ぼす）

アウトカムとしての生活復興感が上昇し，一段落がつ

いた後では，以前のような地域や社会への主体的参加意

識が薄れるのではないか，という視点をモデル化した．

具体的には生活復興感から「公・共・私」型社会意識に

因果の矢を引いた．このパラメターが負であること（復

興すると，新しい社会意識が低下する）を予想したモデ
ルである（図8）．これによりAIC値が改善した．

jＩ 

図５model3（プロセスとアウトカムを分離）
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McdcI6 McdeI8 

X2乗=1299.727(｡仁327）
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暫轌

図８modeI6（生活復興感から「公・共・私」型社会意識

への影響を想定） 図１０model8（最終モデル．反応バイアスによる測定誤
差間相関を－部に想定．係数は標準化パス係数）

g)model7（①すまい.②くらしむき.④ストレスを統合，

被害程度を分離）

①すまい．②くらしむき.④ストレスは，できごと影

響度に対し似た影響度係数を示していた．そこで，これ

ら3因子を統合した．一方，①すまい因子下にあった家

財・家屋被害は独立させた．両因子からの影響度の拮抗
によりできごと影響度が決定されるした（図9）．この

改変により，AIC値に更なる改善が見られた．

内の変数間の因果関係を考察し，以下にまとめた．

a)2003年調査では「生活復興過程」を概念化した．その

産物（アウトカム）として「生活復興感」が決定され

ると想定した．分析の結果，生活復興には２種類の過
程が関与していることがわかった．一つは，震災被害
の影響がどの程度残っているか（できごとの影響度），
もう一つは震災体験を肯定的に評価するか（できごと

の評価）である．被害の程度が大きいほど，現在の生

活への影響は大きく，その分だけ生活復興感にマイナ
スの影響を与えていた．一方，家族関係・地域におけ
る自律・連帯を基調とする市民性・社会的信頼は，震

災体験の肯定的な評価を高めていた．この結果は，並
列的に検討されてきた復興過程に関する諸概念５)，)１５〕
が，より上位の２因子（できごと評価とできごと影響
度）から統一的に理解できることを明らかにした．

b)家族・地域のつながりの豊かさは，「こころを開いて
話すことができる人（重要他者）」との出会いの機会
を増やす効果があった．そして重要他者との出会いは，
震災というできごとを肯定的に評価させ，生活復興感
を高める重要な要因となっていた．

c)家族・地域のつながりの豊かさは，地域活動への稲極
的関わりを産み，公共性を「公・共・私」がともに担
う新たな市民社会意識の醗成にも貢献していた．

｡)震災体験が現在までどの程度尾を引いているのかを示
すのが「できごとの影響度」であるが，これは「家
屋・家財への被害の程度」により影響されるが，その
一方で「こころやからだのストレスの低さ，家計の好
転の度合い，住宅満足度」により軽減されることがわ
かった．なお，震災による家屋・家財の激しかった人
ほど南海・東南海地震への被害予測について悲観的な
見方をしていた．

e)生活復興感（アウトカム指標）に注目すると，その影
響因には２つの本流があり，さらに本流それぞれにつ
いて２つの源流からの影響が見られた．図１０のパス
図（model8）を左から右にたどれば，震災というでき
ごとが現在の生活に影響を与えていないこと（震災が
そもそも人生の転機とは感じられていない．日常性が
回復した.震災体験に対して否定的ではない）であっ
た．この上流に位置するのは，家計やすまいについて
安心し，こころやからだにストレスを感じないように
なっていることである．つまり①すまい。⑤くらしむ
き.④ストレス低下といった要因が家財・家屋などの

uGdeIフ

烏fljifi三g害毒菫f三菫＝

図gmodel7（①すまい.②くらしむき．④ストレスを統
合Ⅲ被害程度を分離）

h)model8（最終モデル）

上記のmodel7でGFI値に加えて，AGFIもほぼ0.9に近い

値になった．そこで最後に質問紙調査では避けて通れな
い回答バイアスをモデル化した．特に，家族関係・スト

レス・生活復興感などは特徴的に社会的のぞましさバイ

アスの影響を受けやすいと考え，これらの観測変数に向
けられた誤差項間に相関を想定して反応バイアスをモデ

ルに組み入れた（図10）．その結果え２乗やAICの値が

大幅に改善されるとともに，RMSEA値が初めて.05とな

り，モデル全体の適合度指標の全てにわたって採択基準
が満たされた．

(3)最終モデルにもとづく個別パラメターの分析結果
図ｌＯの最終モデル（modCl8）から得られた個別パラメ

ターは全て最低でもp<・OSの水準で有意であった．そこ
でパラメターを標準化したパス係数を手がかりにモデル

－２５８‐ 



ら，発言の出現比率を比較した（図12）被害と拮抗してバランスをプラス側に戻すことにより，

できごと影響度を緩和していた．生活復興感に流れ込

むもう一つの本流は，震災体験を現在では肯定的に評

価する気持ちになることである．この源流には，家

族・地域における②つながりの豊かさがある．つなが

りの豊かさは派生物として震災直後あるいは現在に，

自分の人生を安定化させるきっかけとなる重要な他者

との出会いの可能性を高め，これが体験の肯定的評価

や生活復興感の向上に直接関連していた．

f)生活再建７要素を抽出した震災５年目ワークショップ

以来，「地域の共用物の維持・運営はだれがするの

か」といった視点は「行政との関わり」カテゴリーに

まとめられてきた．しかし，このカテゴリーに属する

自助準備・共助意識・公助期待の複合や，まち作りは

市民主導でおこなうといった共和主義的意繊，またそ

のためには当事者である市民の自己負担も厭わないと

いった覚悟（「公・共・私）型社会意繊）は，生活復

興感（アウトカム指標）とは別個の市民意織・態度群

としてとらえられた．この新しい市民意識は，家族・

地域の②つながりの豊かさに端を発し，③まちにおけ

る地域活動への熱心な参加をも介して高められていた．

g)生活復興感は「公・共・私」型社会意職に対して負の
効果をもっていた．これは，生活復興感が高まるにつ

れて，公共を市民も主体となって担う参画・協働意識

が薄れていくことを意味する．震災後の被災地では，

つながりやまちづくりへの主体的参画を基調とした市

民社会意識が高まったが，これは一方では「公・共・

私」型社会への意識態度を強める効果も持ちながら，

他方では生活復興感の安定により「喉元過ぎれば熱さ

を忘れる」効果をも有していた．

この点を傍証するものとして図11がある．これは，

行政との関わり尺度をもとに回答者を「共和主義（住

民自治優先）」・「自由主義（自由や権利優先）」・

「後見主義（行政依存）」と３タイプ分けし，それぞ

れの割合を2001年（N=1203）と2003年(N=1203)の兵

庫県復興調査結果から比較したものである．これを見

ると明らかに，２００３年では共和主義タイプが減少し，

自由主義および後見主義タイプが増加していた．

「
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図１２１９９９年と２００３年ワークショップにおけるカテゴ

リー別発言数の比較

図１２から明らかなのは，２００３年ワークショップでは，

震災５年目で1位だったすまいに関する発言が消失した

ことである．住まいが生活再建のカギになる，と被災地

で市民が考えていたのは，震災から５年目をピークにし

たときであり，当時は「住まいあっての生活再建」だと

誰もが思っていた．けれども，震災から１０年目を迎え
ようとする現在では，人と人とのつながりをもう一度再

構築することこそが，市民の意見としては第一の課題と
して語られていた．

さらに，2003年ワークショップでは，新たに２つのカ
テゴリーが出現した．それは，「被災体験・教訓の発

信」「人生観・価値観の変化」であり，どちらも，自ら
が被災したことについて意味や意義を求めようとする市
民の意思の表れと解釈できるものであった．

上記の結果は，生活復興過程における「できごと評

価」概念と直接関連するものであり，つながりの豊かさ
が，重要他者との出会を介し体験の評価につながるとい
う本研究結果を質的研究から支持するものとなっている．

一方，できごとの影響度の関連要因について見ると，
市民ワークショップでは，「すまい」やにころとから

だ」については，意見数が大幅に減り，もはやこれらは
多数のワークショップ参加者にとってはほぼ解決済みの
要因とみなされていることが伺われる．その反面，「く
らしむき」については依然として同程度の割合に意見が
安定している．できごと影響度をさらに高める上での家
計や地域経済の重要性が依然として強く意識されている
ことがワークショップ結果からも伺えた．
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今回の調査から得られた知見をもとに，生活復興を進
める施策のありようをモデル化したものが図１３である．

図は上段・下段に分割されている，下段は，これまでの

調査モデルにもとづく施策モデルで，家屋や家財被害の
結果としてこころ・からだのストレスが高まる一方，そ
れを和らげる要因として家計・すまい・こころやからだ
のケア策が重視される．以上は，2001年復興調査（生

活再建７要素モデルにもとづく）が示唆した施策のベク
トルと一致するものである．これに対して図上段が今回，

新たに確認された知見にもとづく施策モデルである．こ
こでは，家族や地域におけるつながり（人間関係）の豊
かさが，震災体験の主観的評価を肯定的なものへと直接

図１１行政との関わり方の３類型の比較

(2001年と２００３年兵庫県復興調査調査結果）

(4)本調査結果と被災地復興１０年に感する先行研究との

関連性

立木２４)および黒宮・立木２５)は，２００３年夏に神戸市の

委託を受けて，震災５年目とほぼ同様の手法・参加対象

者に対して，再度「草の根検証ワークショップ」を実施

し，復興10年目を見すえた「神戸の今」にとって，何
が生活復興にとって重要であるのかについて市民意見の

集約と整理・分類を行った．その結果を５年目の検証ワ

ークショップ結果における意見カテゴリーを援用しなが
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に影響をあたえ，それが結果として生活復興感を高めて
いる．さらに，人間関係の豊かさは，震災体験を肯定的
なものへと変換させる鍵となる「重要他者」との出会い

も引き出している．さらに，つながりの豊かさや積極的
な地域活動のとり組みは生活復興感とは独立の産物とし

て，参画・協働を基調とする「公・共・私」型社会意織
を高めていた．このような知見が示唆する施策とは，常
日頃からの家族・地域における人間関係を豊かにし，地
域活動への参加が高まることをめざすものである．
今後を考えると，２００１年調査にもとづくような震災

被害の影響を緩和を目的とした住宅・家計・ストレスケ
ア施策は，ほぼ考え得る手だては行政として打ち尽くし

た感がある．しかも，できごと影響度の緩和だけに集中
するなら，「予期せざる結果」としての「喉元過ぎれば

熱さを忘れる」効果により，新しい市民社会創成には負
の影響さえ与えかねない．従って，今後の施策のベクト
ルはむしろ，家族や地域のつながりといった，いわゆる
ソーシャルキャピタルの充実や具体的な地域活動の促

進・支援に地道に取り組んでいく必要がある．これが，

今回の調査結果の施策形成上の指し示す方向性であった．
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図１３生活復興過程を推進するための施策モデル

参考文献

l）林春男(2003）『し､のちを守る地展防災学』岩波番店．

2）田村圭子ほか(2001）「阪神・淡路大震災からの生活再建７

要素モデルの検証-2001年京大防災研復興鯛査報告」『地

域安全学会論文集』3,3340.

3）立木茂雄・林春男(2001）「TQM法による市民の生活再建の

総括検証:草の根検証と生活再建の鳥鰍図づくり」『都市政

策』104,123-141

4）Takcda,」.,Tamura,Ｋ､,＆TEtsuki,Ｓ､(2003）LifbRccovc｢yof

l995KobcEarthquakcSuwivormnNishinomiyaCity:ATotaI‐ 

Quality-Management-BascdAssessmcntofDisadvantaged 

Populations､NaturalHazards,２９(3),567-585. 

5）Tatsuki,Ｓ､＆Hayashi,Ｈ(2002)ScvcncriticalcIcmcntmodclof 

－２６０‐ 


